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１．序論 

タイ国（以下、「タイ」）は、1997 年にアジア国際通貨危機による深刻な打撃を受け、1998 年に

は経済が大幅に収縮する事態となった。この間、農業とその関連経済部門は比較的安定しており、

経済悪化により失職した人々を吸収するという実績を残している。その結果、同国内の農業部門

に関する重要性が社会的・政治的に改めて強く認識されるようになってきており、国家開発にお

ける同部門への期待も高まっている。同時に、タイが世界貿易機関（以下、「WTO」）に加盟した

ため、WTO が主唱する国際貿易のルールに従い、政府は農業部門の国際的貿易自由化並びに国内

助成金削減を主とする国内農政改革を行わなければならない状況にある。 

このため政府は、農業とその関連経済部門の開発に関し、適切な施策を形成・実施していく必

要があり、効果的な施策を形成・実現する一助として、農業統計及び経済分析結果の精度・信頼

性の向上並び公表の早期化を図ることが重要となっている。 

また、タイはアセアンにおいて域内食料安全保障のための中心的な役割を担うこととなってお

り、アセアン食料安全保障情報システム（以下、「AFSIS」）の運営組織となる、アセアン食料安全

保障情報・トレーニングセンター（以下、「AFSIT Center」）がタイ農業・協同組合省（以下、「MOAC」）

農業経済局（以下、「OAE」）内に 2002 年 1 月に設置された。（注） 

OAE は AFSIT Center を運営し、加盟国を対象とした研修を実施すると共に、加盟国のモデルと

なるような農業統計及び経済分析の実践を行っていく必要があり、そのためには OAE の技術力向

上が不可欠である。 

これらの課題に取り組むことを目的として、タイ政府は日本政府に対して農業統計及び経済分

析開発に関する技術協力プロジェクト（以下、「本プロジェクト」）を要請した。これに応え、

2002 年 7 月、JICA は適切なプロジェクトの枠組を形成すべく、第 1 次事前評価調査団を派遣した。

第 1 次調査団の結論を踏まえ、第 2 次事前評価調査団が 2002 年 12 月に派遣され、調査団員並び

にタイ側のプロジェクト関係者の参加によるワークショップにより、プロジェクト・デザイン・

マトリックス（PDM）案が作成された。 

本書は、本プロジェクトとその背景のよりよい理解をプロジェクト関係者が得られることを目

的に、PDM への付加情報を提供するものである。その内容は、プロジェクトの背景とその取り組

むべき課題、現在の状況、プロジェクトの戦略とプロジェクトの枠組、プロジェクトの総合的実

施妥当性に関する情報で、両調査団とタイ側との協議、ワークショップを通じて得られた情報、

PDM、並びに追加情報をもとに、第 2 次調査団がとりまとめたものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）：AFSIS は、2001 年 10 月に ASEAN 加盟国と中国、日本、韓国の農林大臣会議（AMAF＋3）によ

り枠組が合意された。 
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２．プロジェクトの背景 

２－１ 社会・経済の状況 

２－１－１ 社会・政治の状況 

(1) 地勢・自然・社会の状況 

63百万人の人口を擁するタイは東南アジアに位置し、国土は 51万 3,115平方 kmである。

西と西北をアンダマン海とミャンマー、東北と東をラオス、南東をカンボジアとタイ湾、

南をマレーシアに囲まれている。 国土は南北に長く、その長さは 1,860km（緯度にして約

16 度：北海道の北端から九州の南端までとほぼ同程度）あるが、東西の幅は 1,000km 以内

に収まっている。南北へのこの長い距離に高度の差が加わり、タイの気候と自然環境は大

変多様である。タイはその自然環境により次の 4 つの地域に大きく分けられる： 

－山々と豊かな盆地の「北部」、 

－広大で豊かな平野の「中央平野部（チャオプラヤ川流域部）」、 

－不毛な高原地帯で厳しい気候の「東北部（コラット高原部）」、並びに 

－深い処女熱帯雨林に覆われた丘陵・山岳部が主となる「南部（南方半島部）」。  

一人当たり GDP は 2,000US$を超えているが、世銀によると 2000 年時点での全人口に占

める貧困層の割合は 14.2％となっている。タイは、1996 年までに貧困層を 11.4％に引き下

げていた（1988 年当時は 32.6％）ため、現況は過去の最低水準よりも貧困層が多くなって

いる。この貧困状態の悪化は、1997 年から 1998 年の経済危機の影響によるものである。 

 

(2) 政治制度 

タイは、ラーマ 9 世（プミポン・アドゥンヤデット）を国王にいただく、立憲君主制を

とっている。2 院制の国会は上院と下院からなり、総理大臣は下院議員の中から指名される。

したがって首相に就任するのは、下院の国政選挙後、下院での多数派の連立を形成した政

党の党首となる。2001 年に成立したタイの現政権は、1997 年施行の人権と公民権をより保

障する新憲法の下で初めて選出された政権である。同政権は、貧困層・地方村落部・タイ

志向を掲げ選挙に勝利した、タクシン首相のタイラクタイ（タイを愛するタイ人）党を第 1

党とする 3 党による連立政権によって担われている。 

 

(3) 行政制度 

2002 年 10 月 1 日国の省庁の改組が、1997 年より開始された、分権化・効率の向上・予

算改革・3 権分立の明確化などを含む行政改革の一環として、実施に移された。 

タイの行政区分は 76 の県（province：jangwat）からなり、県は郡（district：amphoe）、準

郡（quasi-district：king-amphoe）に、郡は村落集団（communes or group of villages：tambon）、

村（village：muu baan）、都市（municipality：thetsabaan）等に細分化される。5 万人以上の

人々が 3 千人/平方 km の人口密度で居住する都市部をナコン（nakhon）とし、1 万～5 万人

の人々が 3 万人/平方 km の人口密度で居住する都市部をムアン（meuang あるいは muang）

としている。ムアン（meuang）という語は、「大都市」という一般的意味合いでも使用され

ている。選挙により選出されるバンコク首都圏知事を除き、県知事は内務省から任命され

る。 
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２－１－２ 経済の状況 

2002 年のタイ経済は GDP 実質成長率が 4.0～4.5％と見込まれており、1.8％と不振であった

2001 年の状態から、はっきりと回復している。これは、世界経済がまだ厳しい状況の中にある

にもかかわらず、同国政府のとった積極的政府財政支出と金融緩和との混合政策による内需拡

大政策の結果として実現されたものである。そうして経済危機以来、初めて実質 GDP の額が危

機前の最高額を上回ると見込まれている。  

2001 年のタイ経済は世界経済の減速の深刻な影響を受け、2000 年には 4.6％であった GDP 実

質成長率が 1.8％にまで落ち込んでしまった。とはいえ、世界景気が低下傾向にあった中でタイ

が経済成長を維持できたことは評価されるべきものである。現在の好景気は、この成果の上に

成り立つものである。 

1998年価格実質GDP　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図－１
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図－1 データ：タイ国家経済社会開発委員会 

図－1 にあるようにタイは、1980 年代から 90 年代半ばにかけて、高度成長を続けていたが、

1997 年のアジア通貨危機が経済を直撃し、同年の収縮幅は小幅にとどまったものの、翌 1998 年

には 11％の縮小という大幅な経済収縮に直面した。 

現在、最大の経済部門は工業部門で GDP の 36％を占め、これに修理業を含む卸・小売業部門

の 15％、漁業を含む農業部門の 10％、運輸・倉庫・通信の 10％が続く。工業部門は総輸出額の

80％以上を占め、最有力経済部門となっている。これに対して農業部門は、総輸出の 10％を占

めるにとどまるが、全労働人口の 5 割程度が農業従事者であることを考慮すると、依然として

重要な部門であると考えられる。また、輸出産品分類によると食品が 14％を占めていることか

らもわかるように、食品加工を含む農業関連産業は経済の中で重要な地位を占めている。なお、

主たる輸出市場は、米国と日本となっている。 

政府は、幅広い基盤を持つ経済を目指しており、縫製産業並びに電子産業などの軽工業だけ

でなく、知識産業の育成も意図している。輸出志向産業を育成する反面、過去の経済危機の経

験も考慮し、国際環境の変化に対する脆弱さを軽減することにも留意している。農業及び関連

部門は、輸出志向産業として国際競争力を高め、かつ食料自給により国際環境の変化に対する

脆弱さを軽減する役割を担っている。 
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２－２ セクター・サブセクターの状況 

２－２－１ 農業セクター 

農業部門の GDP に占める割合は、1970 年代の 30％以上から、80 年代には 20％程度、現在は

約 10％と継続的に低下してきている。しかしながら、現在も全労働人口の約 5 割が農業に従事

しており、タイにおいて農業部門は、依然として非常に重要である。また、農業輸出はタイの

全輸出の 10％を占める主要輸出部門の一つである。米と天然ゴムは世界一の輸出国であり、2000

年には約 657 万 t の米を輸出している。この他タピオカが 2 位、ココナツが 5 位など、国際的に

高い競争力を有する品目も少なくない。このほか砂糖、とうもろこし、パイナップル、綿、ジ

ュート、緑豆、大豆、椰子油も重要な農業輸出品である。さらに海老、マグロ、パイナップル

等の缶詰や飲料品といった加工食品の輸出も重要な外貨収入源となっている。 

図－2 にあるように、好景気の間、農業生産の伸びは他部門と比べ低いものであったが、経済

危機の際には、その収縮率は他部門に比べ小さなものにとどまった。 

実質GDP成長率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図ー２
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            図－2 データ：タイ国家経済社会開発委員会 

アジア開発銀行の国別援助計画によると、これに加え、経済危機の際に、地方村落部が 120

万人を都会からの再移住で受け入れるという形で、農業部門が都市失業者の多くを吸収してい

る。この結果、経済危機以降、農業部門の社会的重要性が再認識されている。 

このような状況の中で政府は、平等で安定した社会経済成長のため、特に地方村落部での農

業及び関連部門の開発による所得の向上、雇用の拡大を計画している。 

農業・協同組合省（MOAC）はこれに対応するため、以下の課題に取り組むこととしている。 

a）肥料や農薬などの投入・耕作品種選定・土地利用の適正化を通じた生産性向上 

b）市場拡大のための輸出競争力の強化 

c）資源配分・管理の適正化のための農業部門管理の改善 

a）と c）による資源の効率的利用は、社会・経済発展のためだけではなく、乱開発を防ぐた

めのものでもあり、環境保全にも貢献するものである。 

一方、WTO 加盟国としてタイは、WTO 農業委員会の取決めと公約による農業貿易の自由化

並びに国内農政改革を実施していかなくてはならない。同国は、国内農業に対する保護・補助

政策を実施しており、国内農政改革の実施がタイ農業・農業従事者に大きな影響を与えること

は確実である。また貿易自由化によるマーケットの国際化の影響も、少なからぬものが見込ま
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れる。このような状況に、政府として迅速かつ適切に対応していくことが、国家の社会・経済

開発における重要な課題の一つなっている。このため、的確な農業政策の形成・実施への要請

が高まっているのである。 

 

２－２－２ 農業経済統計及び経済分析の役割 

迅速かつ精度の高いデータ・情報に基づいた農業統計と適切な手法による農業経済分析は、

状況に適した政策形成の基礎情報となるものである。具体的には国内農業の生産量（収量と金

額）と作付面積、単位当りの収量・収益・投入量・投入金額等の生産性指標、出荷価格・市場

価格などの価格情報、農家の社会経済状況などが挙げられる。これらデータと情報の利用者と

しては、国家レベルの農業政策立案者だけでなく、地方政府の行政官、農民、流通業者、など

が考えられる。 

 

２－３ タイの農業セクターに関する戦略 

現在の国家 5 カ年計画、第 9 次国家経済・社会開発計画（2001 年 10 月～2006 年 9 月）は、貧

困の軽減と均衡のとれた発展を目標としており、以下の 3 つにグループ分けされた 7 つの戦略か

ら構成されている。 

グループ I：社会の全段階（中央政府から末端の行政機関）における良い統治（Good Governance：

政治・行政において効率・効果・透明性・民主的参加を確保すること）の確立  

(1) 他の戦略を推進するため効率的で適切な行政・統治を実現する 

グループⅡ：堅固な社会的基礎を形成するための戦略 

(2) 国民の潜在能力を開発し、国民の社会的保護を厚くする 

(3) 地方村落部並びに都市の持続可能な開発を実現するために必要な、行政面での経営管理に関 

する構造改革を行う、 

(4) 天然資源並びに自然環境を適切に経営管理していく 

グループⅢ：平等で持続可能な発展に必要となる経済構造改革のための戦略 

(5) マクロ経済の管理を適切に行う 

(6) 国家としての国際競争力を向上させる 

(7) 科学・技術開発力を強化する 

同計画の実施における優先項目は以下の通り： 

(a) 安定的でより早い経済回復の実現を目的とした経済・社会条件の安定化と修復 

(b) 草の根経済の強化 

(c) 社会問題の軽減 
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また、同 5 カ年計画を基に、本プロジェクトの実施機関である OAE を所掌する MOAC では以

下 4 つの主たる目標を設定している。（｛ ｝内は関連する上記の戦略及び優先項目）： 

目標１ 

自立を可能にし、教育と公正で完全な社会サービスを享受する機会が得られるようにするため、

農民経済を安定させ、農民の生活の質を向上させる｛戦略(2)：優先項目(a)、(b)、(c)｝ 

目標２ 

地域の知恵と文化に調和した農業開発ネットワークを形成し、地域社会及び協同組合を含む農民

組織を強化する｛戦略(2)、(3)、(4)：優先項目(a)、(b)、(c)｝ 

目標３ 

タイ農業及び関連部門の競争力を高め、質の高い食品及び農産加工品の世界への供給源にする｛戦

略(6)：優先分野(a)｝ 

目標４ 

天然資源、農民、農民組織をより効率的に活用し、また地方村落部の地域社会が持続可能な農業

開発の核となるよう、農業部門の行政管理システムを発展させる｛戦略(3)、(4)：優先項目(a)、

(b)｝ 

 

２－４ 農業統計分野での過去及び現在実施中のプロジェクト 

２－４－１ MOAC による過去及び現在のプロジェクト 

MOAC はこれまでに、以下のような統計データシステムの改善努力を続けてきている。 

a）全国農家社会経済及び労働調査（1999/2000 年度） 

農家を対象に、1997年に始まった経済危機の影響を評価することを大きな目的とした OAE

による調査である。本調査はデータの項目を増やすなど、前回の当該調査（1995/1996 年度

に実施）よりも良く実態が把握できるよう改善されている。 

b）米穀生産の集中的調査（2001/2002 年度） 

この調査では、中央政府ではなく、全国に 24 カ所（現在は 9 カ所）ある各農業経済地域

事務所（AEZO）においてデータを入力するという新しいデータ収集・処理手順の枠組を取

り入れた。 

c) 農民登録プロジェクト（2002 年度） 

MOAC 傘下の農業普及局による本プロジェクトは 2002 年から開始され、全 76 県中 35 県

の農民登録を終了しているが、現在は中断されており、残りの県の登録終了時期は未定であ

る。この中断は、コンピュータ調達上の問題と、全国民の個人情報・身分証明をデジタルカ

ードに統合する計画が内閣により決定されたこととの関係によるものである。この農民登録

が利用可能になると、農業統計調査のサンプリング選定をより適切にし、推計作業の精度を

向上させることができるため、プロジェクトの早期再開が望まれる。 

 

２－４－２ JICA による協力 

 農業統計関連分野では、過去に以下の専門家が派遣されている。 
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a) 長期専門家「農業計量経済モデル策定」（1996 年～1998 年）派遣 

産品生産予測の計量経済モデルの導入により産品生産予測の改善を指導した。 

b）長期専門家「農業計量経済モデル策定」（2000 年 4 月～2002 年 3 月）及び「農業統計及

び情報」（2000 年 7 月～2002 年 7 月）派遣 

農業部門の産業連関モデル、マクロ経済モデル、並びに産品モデル形成を指導した。 

c) 短期専門家「農業経済計量モデル策定」（1994 年）及び「農村経済社会調査企画」（1999

年）派遣 

 

２－４－３ 他機関によって実施された過去のプロジェクト 

1970 年代から 80 年代にかけて、米国国際開発庁（USAID）の主導により、坪刈によるデータ

調査が実施された。USAID は坪刈り手法に必要な資機材を供与すると共に、数回の専門家派遣

を行い、OAE 職員への研修も実施した。残念ながらこの調査は、調査方針がデータ収集の正確

さを求めるより、低コスト化、簡易化の方向に変更されたため、1988 年に中止となった。 

この坪刈調査を中止して以降、現行の聞き取りによる調査が実施されているが、統計データ

の利用・分析において、精度及び信頼性の面で問題があるとの指摘を各方面から受けており、

MOAC 自身も正確な農業統計の作成・提供及び経済分析を行う際の基礎データとして問題があ

ることを認めている。こうした統計調査を取り巻く状況により、統計データ・分析の精度及び

その信頼性の向上を目指して新しい調査手法の導入や既存の技術の改善を図るため、現行の実

施方法を再度見直すこととなった。 

 

２－５ アセアン食料安全保障情報システム 

2001 年 7 月にタイで開催されたアセアン食料安全保障協力及び米備蓄管理システムについての

ワークショップ以来、アセアン地域における食料安全保障の仕組みについて活発な議論が行われ

ている。 

2001 年 10 月上旬インドネシア・メダンで開催された第 1 回 ASEAN＋3 農林大臣会合において

域内の食料安全保障の強化を図る観点から、①東アジアにおける米の共同備蓄管理システム研究

の実施、②米を中心とする主要食料の需給や食糧不足に関する統計情報整備のために、アセアン

食料安全保障情報システム（以下、「AFSIS」）の FAO との連携の下での開発について合意され、

我が国はそれぞれの実施、開発につき必要な支援を行うことを表明した。この合意を受けて、農

林水産省では AFSIS の全体枠組みと基本構想を実現するため、アセアン事務局及び FAOに対して、

2002 年度から 5 年間それぞれ資金を拠出し、これらに取組むことを決定した。更に、2002 年 8 月

AFSIS テクニカル・ミーティングが行われ、AFSIS のコンセプト、アクションプランについて議論

され、10月上旬ラオスのビエンチャンで開かれた高級事務レベル会合及び第2回ASEAN+3（中国、

日本、韓国）農林大臣会合において AFSIS プロジェクトの実施プランが正式に合意され、2003 年

1 月から AFSIS 事業の運営母体であるアセアン食料安全保障情報・研修センター（以下、「AFSIT 

Center」）がタイ農業・協同組合省（MOAC）内に設置されることとなった。 

AFSIS は、食料安全保障関連情報の組織的な収集、取りまとめ・管理、分析及び普及を通じて、

アセアン地域全体の食料安全保障に係る企画、実施監視及び評価を容易にすることを目的として

いるが、そのためには各国の農業統計情報の整備状況を踏まえた、①アセアン地域内の情報ネッ

トワークの構築と、②各国の人材育成を行うこととしている。 



 

Ⅲ- 64 

AFSIT Center は、本プロジェクトの成果であるタイ農業経済局の人材開発と組織強化を通じ、農

業統計情報の収集・利用技術をアセアン各国に普及することを目的としており、このことにより、

アセアン各国の農業統計局は的確かつ正確な情報をタイムリーに提供することが可能となり、ア

セアン地域の食料安全保障の枠組みが強化されることとなる。 

本プロジェクトに加え、農林水産省が FAO へ拠出しているトラストファンドを用いて実施され

る 3 つのプロジェクトである①食料農業統計データ交換システムプロジェクト、②中長期食料需

給予測モデルプロジェクト、③栄養不足主要データベースプロジェクトも、AFSIT Center の活動を

側面から支援する。（図－3、表－1 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  * OAE ： 農業経済局 
  **AEZO： 農業経済地域事務所 

図－3 関係図 
 

 

表－1 3 プロジェクトの主な活動内容 
JICA プロジェクト AFSIS プロジェクト FAO プロジェクト 

1. OAE が AFSIT Center を運営 
するための能力強化  

2. OAE の国内統計・分析活動 
にかかわる能力の強化 

1. AFSIT Center を中心とする 
AFSIS の情報ネットワーク

システムの構築・運用 
2. AFSIT Center による加盟国 
を対象とした研修の実施 

1. 食料農業統計データ交換シ 
ステムプロジェクト 

2. 中長期食料需給予測モデル 
プロジェクト 

3. 栄養不足主要データベース

プロジェクト 
 

３．取り組むべき課題と現在の状況 

３－１ 当該セクターの組織制度の枠組み 

MOAC（図－4 参照）は第 1 次産業の発展を推進する中央組織であり、農業部門に関する政策形

成と実施に関して広範な責任を有している。 

 

日本人専門家 OAE*, MOAC AFSIT Center 

（AFSIS プロジェクト） 

トラストファンド

拠出 

技術的支援

人材育成、

PC・サーバー等設置

連携 

運営 

9 AEZOs** 
トラストファンド

拠出 

設立 
ASEAN 

事務局 

日本政府 

（農林水産省）

JICA プロジェクト 

FAO 
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OAE は、MOAC の傘下にあり、政策立案・予算の取まとめ等を実施している。職員数は 673 名

で、政策・企画部門としては規模の大きい組織である。業務責任は以下のとおり（図－5 参照）： 

－適切な農業政策・開発計画の形成と提案 

－農業データ収集並びに農業経済分析を含む統計活動 

－農業経済調査・研究 

－農業・協同組合省プロジェクトのモニタリングと評価 

－農業土地利用 に関する調査 

－農業・協同組合省の予算のとりまとめとモニタリング 

農業・協同組合省（MOAC） 

大臣官房 

次官室 

王室灌漑局 

協同組合監査局 

漁業局 

畜産局 

森林局 

農業局 

農業普及局 

協同組合振興局 

土地開発局 

農用地改革局 

農業経済局（OAE） 

農業協同組合省管轄国営企業 

林業機構  

ゴム農園機構 

漁業流通機構 

タイ酪農振興機構 

ゴム農園福祉基金事務所 

タイ合板株式会社 

農業販売機構 

在外農事事務所 

図-4 MOAC 組織図 
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農業情報センター（以下、「CAI」）は、OAE の職責の中の農業統計・経済予測を担当してい

る。ここで作成される統計情報と予測が、農業部門だけではなく幅広い分野での適切な国家政策

形成並びに開発計画策定の基礎的情報となる。（図－6 参照） 

 

 

 

 

 

農業情報センター（113）

総務課（7） 

多年生作物情報課（16） 作物情報課（16） 畜産・水産物情報課（16）

農業経済情報課（15） 情報技術データベース課（14） 農業予測情報課（15）

地理情報システム課（14） 

  

農業経済局（673） 

行政システム開発グループ（5） 

内部会計監査（3） 

局長室（72） 農業経済研究部（103） 農業情報センター（113）

農業政策・ 
計画開発部（103） 

経済プロジェクト・ 
プログラム評価センター

農業経済地域 9 事務所

（AEZO）（216） 

  

図－5 OAE 組織図（職員数） 

図－6 CAI 組織図（職員数）
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CAI が統計・予測のために収集する主なデータ・情報は、以下の通り： 

－作付面積、作物生産量 

－生産費用 

－農家庭先価格、製粉所・サイロ・倉庫価格、市場入札価格 

－農家社会経済状況 

データ・情報の収集・調査並びにその広報を行う拠点機関として、全国 76 県をカバーする 9 つ

の農業経済地域事務所（以下、「AEZO」）が配されている（ANNEX 2 参照）。AEZO は、その

権限と効率性の強化を狙いとして、2003 年 1 月に法律的裏付けのある組織に格上げされ、それま

での全国 24 事務所体制から 9 事務所体制に統合された。この統合の結果、各 AEZO の受け持ち範

囲が大きく広がったため、AEZO 職員が出張により調査を実施しなければならない地区が生じてい

る（ANNEX 3 及び図－7 参照）。 

 

 

CAI と AEZO の職員（補助職を除く）は、大卒以上であり、本プロジェクトの職務を実施する

者の多くは、さらに高い学位を有している。 

 

３－２ 取組むべき課題 

３－２－１ 国内の統計・分析にかかわる課題 

農業及び関連部門は、タイにおける最大の労働雇用部門であり、また重要な経済・輸出部門

の一つあるとともに、地方村落部経済開発の重要な産業である。 

2-3 に述べた目標を達成するために、また、2-1 と 2-2 に述べた国内外の社会経済の現況下で

の農業及び関連部門への期待の高まりに応えるために、MOAC が効率的かつ有効な政策を策定

し、それを実施していくことが重要であるが、その基礎となるのが農業統計情報であり、デー

タを基にした経済分析であるといえる。しかし、現在のところ、CAI がこれまでに提供してきた

農業統計及び経済分析は、MOAC の政策形成、プロジェクトの計画並びにその実施に十分なも

のではなく、急速に変化する社会経済状況に対応していくには、正確かつ時宜を得たデータ・

情報及び経済分析が必要とされている。この課題に取り組むためには、農業統計に関わる CAI

職員の能力強化を行うことが課題となる。 

農業経済地域事務所（AEZO）1-9 

総務課 

農業開発計画 

グループ

農業情報グループ 調査研究・プロジェクト

評価グループ 

  

図－7 AEZO 組織図
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３－２－２ AFSIT Center にかかわる課題 

AFSIS 関連では、OAE は局内に AFSIT センターを設立し、運営していかなくてはならない。

これを実現していくに当たって OAE は自国の農業統計及び経済分析の経験をベースとした研修

を、ASEAN 加盟国の関係者を対象として実施する能力を身に付け、AFSIS の情報ネットワーク

システムを構築・運営する必要がある。 

 

３－３ 現在の状況 

３－３－１ データの精度・信頼性関連の現況 

CAI は AEZO と協力し、サンプル農家への聞き取り調査並びに職員の視認モニタリング調査

（耕作状態を目視することにより生産量等の推計を行う調査）を実施している。現在の調査は

以下の点から、データの精度・信頼性が低いという問題がある。 

a）サンプル農家の回答の信頼性が低いこと 

b）視認調査は主観に頼るものであること 

この精度・信頼性の低さに関しては、他の情報源からのデータ・情報を参考にし、聞き取り

調査とモニタリング調査とを相互比較することにより、データの精度を確保しようとしている。

しかしながら、信頼性を疑問視された場合に、そのデータを補強し信頼性の高いものにすると

いうレベルにまでは達していない。このほかにもデータの精度・信頼性を確保する手段で適用

可能なものは存在するが、組織運営上や人材の問題があり現在のところ CAI はそのような手法

を適用していない。 

このデータの精度・信頼性のほかにも、データの適切さにかかわる問題がある。それは、a）

データ項目の範囲が不十分であること、b）データ収集方法の標準化が十分ではないこととそれ

による一貫性の無いデータ調査、c）データが時系列で一貫性を欠くこと、d）調査ボランティ

ア（村で実際の聞き取りを行ってもらう農民）の安定的組織化ができていないこと、等である。

この種の問題については、タイの自然・社会条件の多様性が、問題をより複雑なものにしてい

る。 

現在、CAI がサンプリングの各設計・サンプル農家の選定、調査対象品目と聞き取り項目、

調査時期等、統計調査の計画・管理を行っている。しかし、タイでの耕作活動の多様性を考慮

すると、調査計画・設計面で AEZO にある程度の自立性を持たせることが、効率性の面から望

まれるところである。また、特定地域でだけ生産されている特産品についても、中央による集

中的指揮管理方式を適用することは適切ではない。このような要請に応えていくための分権化

には、AEZO 職員の統計に関する能力を向上させる教育訓練だけでなく、CAI の実施する統計・

分析活動に関する関係者一同の共通認識を得ることが欠かせない。 

以下に統計活動の基本的流れを図示する。 
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このほか収集データ・情報の質については、たとえ調査手法が適切なものであったとしても、

調査実施者の資質が収集データ・情報の質に影響を与えるので、この点についても教育訓練・

実践及び組織的手法を通じた、継続的努力が必要である。 

 

３－３－２ 公表時期の現況 

データ入力が中央での集中処理となっているため、a)データシートの収集、b)データ入力、

c)データ修正に時間がかかることなどからデータ処理の時間を短縮することが難しい状況にあ

る。通常の統計結果の公表は、データ収集後 1 年を超えている。 

 

３－３－３ 農業経済分析の現況 

CAI が現在実施している生産予測を含む農業経済分析は、現在までの個別長・短期専門家の

指導により改善が図られつつあるとはいえ、分析結果の精度向上並びに公表までの所要時間短

縮の余地がある。これは、AEZO にて収集されるデータの信頼性・データ確保の問題との関連も

あり、現在実施している重回帰モデル（生産高に影響を及ぼす複数の特定の要素と生産高のこ

れまでの相関関係を利用し、生産高を予測するもの）を使用した経済分析手法は、一応満足が

できる結果を出せるという段階にとどまっている。統計ソフトウェアの高度な利用に加え、産

業連関マクロモデル分析の通常業務化や需給予測モデルの実践というような、さらに洗練され

た手法の導入が、より正確で信頼性の高い分析結果を得るためには不可欠である。 

CAI 

サンプルの選定を含む

調査の設計 

指示と教育訓練 

調査ボランティアの雇用、

指示と教育訓練 

聞き取り調査 

視認調査 
調査票収集 

データ入力 

推計 

分析 

発表 

 

AEZO 

調査ボランティア 
年間調査総数は 30 回 

 20 品目を対象 

 

図－8 統計活動の基本的流れ 
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３－３－４ 人材育成の現況 

現在は必要に応じ、CAI が AEZO 職員と調査ボランティアの教育訓練プログラムを実施して

いるが、そのプログラムの内容は、基礎的技術・知識の提供にとどまっている。 

農業統計及び経済分析を改善していくためには、新しく取り入れようとする手法に関する研

修を中・上級職員を対象として実施することが不可欠であり、そのためにはより高度な教育訓

練プログラムの開発、教官の育成、適切な教育訓練施設（十分に設備を整えた研修会場・野外

訓練場、野外訓練場のための輸送手段など）整備に取り組む必要がある。 

 

３－３－５ 情報処理・利用の現況 

2001/ 2002 年度に実施された米穀生産調査が、各 AEZO でのコンピュータへのデータ入力を

適用した最初で唯一の事例である。その調査においてデータは、フロッピーディスクに入力さ

れた上で、CAI に搬送され、処理された。これは、情報ネットワークこそ使用していないが、デ

ータ処理に関しては、今後導入することを予定しているデータ処理・利用システムすなわち情

報ネットワークシステムとほぼ同様の処理となっている。したがって、OAE の現在の能力は、

情報ネットワークシステムを構築する前段階のレベルには達していると判断される。 

インターネット技術を利用した情報ネットワークシステムによるデータの転送・処理が統

計・経済分析結果発表までの時間の削減に大きく貢献することは明白である。更にこのシステ

ムは CAI の統計・分析活動に関する関係者の共通認識の形成と、データ検証に関する合意形成

にも貢献することが期待される。 

現時点で CAI は、現在の業務を推進するために必要な LAN 環境のコンピュータを一応は有し

ているが、AEZO については、コンピュータの配備が十分ではない。AEZO の格上げと統合を考

慮すると、将来のデジタルネットワーク環境下でのデータ処理のためには、デスクトップ型・

ノート型パソコン並びにデジタルカメラなどの適切なデジタル機器の補強が必要である。また

もちろん、サーバーや集合研修用の LAN 環境下のコンピュータなど、CAI にもネットワーク構

築に必要な情報ネットワーク機器の補強配備は欠かせない。 

このタイ国内の情報ネットワークシステムは、AFSIS の情報ネットワークシステムの原型と

なることが期待されており、OAE がその構築、運営・管理などによって蓄積する経験が、AFSIS

の情報ネットワークシステムの礎となっていくものである。 

 

３－３－６ 国際的活動への必要条件に関する現況  

上述の基本的活動に加え、AFSIT Center の円滑な運営のために、OAE はさらにその能力を高

める必要がある。OAE 職員の国際的活動経験が限られたものであるため、AFSIT Center の円滑

な運営には、現在 OAE が雇用を予定している数名の国際経験豊富な職員の雇用が不可欠である。

また経済分析の分野ではモデルを改造する能力が求められており、アセアン加盟国を対象とし

た研修で講師として研修を実施していく能力を有する者も必要である。さらに将来的には、タ

イの統計を基本としてアセアン加盟国に共通の統計基準を設定するというような高度な能力も

必要とされていくであろう。 

 

３－４ 日本の援助方針との関連 

 日本政府は、ASEAN＋3 地域での食料安全保障システムの一環として農業統計・分析活動の向
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上を狙いとする AFSIS への援助を行っており、その中心的役割を果たす AFSIT Center の技術面で

の運営能力を身に付けることを OAE の能力強化の一つの狙いとしている本プロジェクトは日本の

援助方針に沿うものである。さらに本プロジェクトの成果は、日本の援助重点地域に位置するタ

イの情報ネットワークシステムの基礎を形成していくものの一つであり、その目的は、発展途上

国の情報・通信技術を発展させるという最近の日本の開発援助政策の一環と合致する。 

 また、JICA におけるタイ国別事業実施計画では、「的確な食料・農業統計及び情報システム構築

のための人材育成並びにシステム強化」を地方/農村開発分野における今後の重点協力の一つと位

置付けている。本プロジェクトは、効率的かつ効果的な農業政策を実現するため、農業統計・経

済分析の精度向上並びに結果公表までの時間短縮を目指すものであることから、同計画との整合

性が認められる。 

 

４．プロジェクトの戦略 

 本プロジェクトは、OAE の人材育成を通じて次の目標を達成しようとするものである。 

a) OAE が AFSIT Center を円滑に運営出来るようになり、将来的にはアセアン加盟国への普及 

を念頭においた情報ネットワークシステム及び経済分析手法の開発が同 Center においてなさ 

れること。 

b) OAE が農業統計情報を収集、分析及び利用するための適切な技術を習得し、タイ国内におけ 

る農業統計・経済分析活動を円滑化すると共に、信頼性が高くかつ時宜を得た統計情報・経

済分析結果を政策立案者に提供すること。 

業務の根幹にかかわる技術・知識、研修能力、並びに情報ネットワークに関する OAE の能力を

高めることは、AFSIT Center を運営する基礎となり、また同時に、改善された統計・分析活動は

AFSIS 加盟国での統計分析活動のモデル的存在となることが期待されている。 

上記の課題を達成するため、本プロジェクトは基本的に人材育成アプローチをとり、データ調

査手法及び分析手法の改善を行うとともに、情報ネットワークを構築・運営し、教育施設・設備

の整備を含めた教育訓練能力の向上を図るものである。組織自体を改組し改善していく点に関し

ては、教育訓練能力の整備という面からの関与にとどめる。 

また、統計改善に関する課題は、データ・情報の精度・信頼性とその公表時期という二つの面

がかかわっており、本プロジェクトはこの両面に対して取り組む。精度・信頼性の向上に関して

はデータ調査並びに経済分析手法の改善に重点をおく一方、情報ネットワークシステムの導入に

より、時間の短縮をも含む業務水準の全般的向上を図る。（図－9 参照） 

また、本プロジェクトはプロジェクトの開始後 3 年を目処に全体的な農業統計・経済分析活動

の改善を実施した上で、後半は改善した統計活動のシステムを実際に運用しながら更に現場に即

したものとし、その成果を研修を通じて広く定着させる計画である。 
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５．プロジェクトの枠組み 

５－１ プロジェクト目標 

OAE がタイの農業統計情報・経済分析、並びに AFSIS の中心的組織として強化される 

本プロジェクトは、OAE が、精度・信頼性の高い農業統計・分析結果を関連政策形成に役立つ

ような時間枠内に公表する一方で、AFSIS の情報・教育訓練センターとしての AFSIT Center を有

効に運営できる技術面での能力を身に付けることを狙いとする。このプロジェクト目標を達成す

るためには、AFSIT Center の運営面に滞りがないことと OAE が他機関との調整を十分に行うこと

が不可欠である。 

  

５－２ 上位目標/スーパーゴール 

５－２－１ 上位目標（プロジェクト終了後 3～5 年後に達成が期待されるもの） 

a. AFSIT Center で開発された統計情報・経済分析手法がアセアン各国で活用される 

b. OAE が提供する統計情報・経済分析により、農業政策・プログラムが MOAC によって 

効果的かつ効率的に立案・実施される 

 

情報ネットワーク 

システム構築・運営 

教育訓練の能力向上 

施設・設備の整備 

図－9 プロジェクト戦略図 

OAE の能力強化 
（プロジェクト目標） 

より良いデータ調査 

手法の導入・実施 

より良い分析手法の

導入・実施 

プロジェクト活動

OAE の課題 

AFSIT Center の課題 

タイ国内における適切な 

農業政策の立案・実施 

（上位目標） 

ASEAN 各国による統計情

報・経済分析手法の活用 

（上位目標） 

AFSIT Center を通じての活動 OAE の日常業務を通じての活動

アセアン加盟国向けに

対応出来る人材の育成
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「OAE が農業統計情報・経済分析での、AFSIS の中心的組織となる」ことは、AFSIT Center

の活動が活発化し同 Center がアセアン加盟国からの信頼を得ることであり、結果として、アセ

アン加盟国により統計情報が利用され、AFSIT Center によって開発された経済分析手法が各国に

普及することに貢献する。また一方、「OAE が強化され農業統計情報・経済分析での、タイの中

心的組織となる」ことは、OAE が迅速かつ精度の高いデータ・情報、並びに適切な手法による

農業統計及び農業経済分を行うことにより、MOAC の政策立案がより効率的かつ有効になるこ

とにつながる。 

 

 ５－２－２ スーパーゴール（プロジェクト終了後 5 年以降に達成が期待されるもの） 

 

さらに「AFSIT Center が開発した統計情報と経済分析手法がアセアン加盟国により利用され

る」ことにより、食料安全保障関連情報の組織的な収集、取りまとめ・管理、分析及び普及を

通じたアセアン地域全体の食料安全保障に係る企画、実施監視及び評価が容易になり、将来的

には ASEAN＋3 地域の食料安全保障強化につながっていくことが見込まれる。 

 

５－３ 成果並びに活動 

4 に詳述したアプローチによりプロジェクト目標を達成するべく、以下の項目を成果として計画

している。 

 

５－３－１ 成果 

＜AFSIT Center＞ 

1. アセアン加盟国向けの、情報ネットワークシステムと食料需給予測を主とした農業経済

分析を実施出来る OAE の人材が育成される 

＜OAE＞ 

2. 9 カ所の AEZO におけるデータ収集手法（主として米穀）が改善される 

3. OAE と 9 カ所の AEZO 間の情報ネットワークシステムが確立される 

4. 農業経済分析手法が開発される 

5. OAE 職員の研修実施能力が開発される 

 

５－３－２ 活動 

上記の成果は以下の活動を実施することにより達せられる。 

成果1 の活動は、AFSIT Center運営に必要な技術的側面に関するOAEの人材育成に集中する。

この活動における OAE 職員の人材育成は、日本人専門家により、業務を通じた実務研修により

実施される。 

1.1 OAE 職員の能力を養成する：適切な AFSIS 向け情報ネットワークシステム（INS）を調査

研究する能力 

1.2 OAE 職員の能力を養成する：INS を開設、運営、維持する能力 

1.3 INS の利用方法を OAE 職員に訓練する 

1.4 経済分析に関する OAE 職員の能力を、実務経験を通じて強化する 

ASEAN＋3 地域の食料安全保障が強化される 
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1.5 OAE 職員の能力を養成する：経済分析モデルをアセアン各国向けに修正する能力 

1.6 経済分析と INS の研修にかかわる OAE 職員の能力を開発する 

1.7 関係する職員の能力をモニターする 

 

成果 2 の活動は、データ・情報により高い精度と信頼性をもたせることに焦点をおき、9 つの

AEZO のデータ収集手法（米穀を主とする）の改善を OAE に可能ならしめることを目的とする。 

2.1 客観的データ調査手法を導入する 

2.2 現在のデータ収集方法を改善する 

2.3 新規手法と改善した現行手法について、9 つの AEZO 職員を対象とした研修を実施する 

2.4 これらの手法によるデータ調査を実施する 

2.5 AEZO 職員に対する現場での技術指導を行う 

2.6 これらの調査業務を日常業務化する 

2.7 調査業務をモニターし評価する 

2.8 必要に応じ業務内容を修正する 

 

成果 3 の活動は、データ処理時間の短縮とデータのより容易な入手・利用を目的とする OAE

－9 AEZO 間の情報ネットワークシステムの構築、運営・維持管理を目指す。 

3.1 情報ネットワークシステム（INS）を設計する 

3.2 OAE と AEZO を結ぶ INS を構築する 

3.3 INS 上でのデータ入力とデータ利用インターフェースを含む INS 向けデータベースを開

発する 

3.4 INS 上のデータ分析プログラムを開発する 

3.5 ネットワーク運営管理、データベース管理、ネットワーク維持に関する研修を実施する 

3.6 INS の利用者研修を実施する 

3.7 INS の運用・維持管理を行う 

3.8 INS の利用状況をモニターする 

3.9 必要に応じ、INS を改善する 

 

成果 4 の活動は、主として信頼性の向上のため、より高度な経済分析手法を導入、改良し、

さらにその利用を日常業務の中に取り込む。 

4.1 利用可能な経済分析手法並びに現在 OAE が実施している経済分析業務の調査研究を行う 

4.2 OAE に適した手法を特定する 

4.3 特定のモデルを開発する 

4.4 開発したモデルを検証する 

4.5 モデルに関する利用者研修を実施する 

4.6 モデルの利用状況と経済分析業務をモニターする 

4.7 必要に応じモデル並びに経済分析業務を改善する 
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成果 5 の活動は、新規のあるいは改善された手法並びに情報システム利用に関する OAE の教

育訓練能力を発展させるものである。 

5.1 必要な研修プログラムを特定する 

5.2 研修計画を作成する 

5.3 研修プログラムを開発する 

5.4 研修の指導者を養成する 

5.5 研修プログラムを実施する 

5.6 研修活動と研修修了者をモニターする 

5.7 必要に応じ研修プログラム並びに研修活動を改善する 

 

＜全般的活動＞ 

以下の項目は、直接上記の成果につながるものではないが、プロジェクト実施に必要な基礎

的活動であるため設定することとする。  

6.1 運営管理並びに実施のために必要な組織を設立する 

6.2 必要に応じ指標の目標値設定と現況の基準値調査を実施する 

6.3 必要な調達手続きを管理運営する 

 

５－４ 活動実施の戦略 

 本プロジェクトの PDM（ANNEX1 参照）において、その活動は次の順序となっている。すなわ

ち、①AFSIT Center 運営に必要な技術の習得、②統計調査手法及びデータ集計方法の改善、③情報

ネットワークシステムの構築、④経済分析手法の改善、⑤①～④にかかる研修実施能力の開発、

である。これらの順序は時系列になっているわけではなく、スーパーゴールである「ASEAN＋3

地域における食料安全保障枠組みの強化」を念頭に置き、①が活動の冒頭に位置付けられている。 

しかし、実際のプロジェクト活動では、開始後 3 年程度はタイ国内の課題（②〜④）に集中的

に取り組み、統計活動の改善・経済モデルの開発を図り、後半 2 年で主に研修（⑤）を通じて新

しい技術をタイ国内に定着させ、同時にタイ国内での経験を踏まえて ASEAN 加盟国への普及を念

頭に置いた情報ネットワークシステムや経済分析モデルを改善しうる能力を習得（①）するとい

う流れを想定している。 

一方、本格的な活動を開始するに当たり、事前にプロジェクトに携わる者が現行の統計・分析

活動の状況とその改善の必要性を正確に把握しておくことが極めて重要である。従って、プロジ

ェクトの初期段階（開始後 3～4 カ月程度）は各分野における現状分析を行うと共に具体的な活動

計画を策定が必要不可欠である。なお、JICA ではプロジェクト開始後 6 カ月を目処に運営指導調

査団を派遣する予定であることから、この段階で PDM の達成指標と詳細活動計画（Plan of 

Operation）を確定する。 

 

５－５ モニタリングと評価 

プロジェクトの適切な運営管理に資するため、モニタリング活動そのものがプロジェクト活動

の中に取り込まれている。モニタリング活動はすべて、基本的にプロジェクトの評価と必要に応

じたプロジェクト活動へのフィードバックを伴うものである。これらのモニタリング活動は、関

連機関にプロジェクト実績をよりよく報告することや、外部モニタリング・評価の円滑な実施に
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も資するものである。 

 

５－６ 実施組織・先方政府からのコミットメント 

タイ側の本プロジェクトに対するコミットメントは、本プロジェクトに対する 2003 年度（2002

年 10 月～2003 年 9 月）の予算措置 4.6 百万バーツ（ただし AFSIT Center 分も含む）がすでになさ

れている。C/P 組織に関する構想も具体的人事を含め、ほぼ固まっており、主たる活動に関する各

作業グループも CAI 内で設立されつつある。MOAC は本プロジェクトの課題とする事項を組織と

しての達成必要課題として考えている。また、AFSIT Center はプロジェクトの終了後も OAE 内に

存続する予定で、この運営のためにも OAE は向上した能力を維持していく必要性がある。 

 

５－７ 投入 

日本側 

－長期専門家：4 名 1）チーフアドバイザー、2）業務調整/ 研修、3）データ集計/ 情報ネッ

トワークシステム、4）農業統計調査 

－短期専門家：年間 2 名程度（必要に応じて） 

－機材供与：コンピュータ、車両、坪刈り用機具他 

－研修員受け入れ：年間 3 名程度（農業統計調査等必要に応じて） 

－必要がある場合の現地業務費用の一部支援 

タイ側 

－プロジェクトの推進に必要な土地・建物並び施設のほかプロジェクト事務所、専門家執務室

等について、双方が必要に応じ合意したもの 

－カウンターパートの任命：日本人専門家に対する C/P（CAI 各課課長、作業グループのメンバ

ー）及び補助職員の任命＜ANNEX 5 参照＞ 

－必要な予算の確実な措置：a）運営費（教育訓練費など）、b）機器の維持管理・改良費 

 

５－８ 外部条件とリスク 

５－８－１ 外部条件 

本プロジェクトはどちらかというと独立性の高いプロジェクトで、外部の要件の影響は比較

的少ない。以下の 2 点が PDM 案（ANNEX 1）の成果段階の重要な仮定として挙げられている。 

－第 1 点は、OAE が関連省庁・組織と良好な関係を構築することである。農業統計、経済分析

の業務は首相府統計局や国家経済社会開発委員会（NESDB）が実施している統計･分析業務と

深い関係を有する。他の関連省庁・組織との連携活動は、統計活動の重複の回避、データの

互換性の確保、有益な情報を取得するという観点からするとプロジェクト目標にもかかわる

ものである。現在のところ問題は生じていないが、関係機関の統計業務の円滑な進行や OAE

への速やかなデータ提供に関して、モニタリングを通じて状況確認を行うことが望ましい。 

－第 2 点は AFSIT Center の運営面に滞りがないこと。 

AFSIT Center の運営資金は日本政府からの農林水産省を通じたトラストファンドによりほぼ

確実に支出される見込みであり、また、最低年 1 回のフォーカルポイントミーティング実施に
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よりアセアン加盟国間の調整も行われることから、本条件が満たされる可能性は高い。しかし、

本プロジェクトの対象範囲外である AFSIT Center の運営を通じてプロジェクト目標の一部であ

る「OAE が AFSIS の中心的組織となるよう強化される」が達成されるため、Center の運営状況

には注意を払う必要がある。 

 

５－８－２ 外部リスク分析 

本プロジェクトの政治的・経済的外部リスクはそれほど目立つものではない。2 の「プロジェ

クトの背景」で述べたように、農業部門の重要性は、少なくともプロジェクト期間中には変わ

ることが無いであろうし、ASEAN＋3 各国の AFSIS に対するコミットメントも変わることは無

いであろう。また本プロジェクト自身、それほど大きな経済的投入は必要でなく、タイ経済も

安定傾向にあるため、予算措置・資金面でのリスクも低い。 

 

５－９ プロジェクトの運営組織 

以下の実施主体と合同調整委員会並びに運営委員会という 2 つの委員会が、本プロジェクトの

運営・管理のために設立される。 

実施主体 

(1) プロジェクトアドバイザー：OAE 局長 

本プロジェクトは他プロジェクトと同様に局長の責任の下 OAE によって管理運営される。 

(2) プロジェクトダイレクター：OAE 副局長が本プロジェクトの全体責任を負う。 

(3) プロジェクトマネージャー：CAI 所長が本プロジェクトの実施責任を負う。 

(4) 副プロジェクトマネージャー：CAI の 3 人の職員が副プロジェクトマネージャーとして任

命され、各活動の長として本プロジェクトの実施責任を負う。 

(5) 日本人チーフアドバイザーは、プロジェクトダイレクター、並びにプロジェクトマネージ

ャーに対して本プロジェクトの実施にかかわるすべての事項に関して、必要な提言と助言

を行う。 

(6) 日本人専門家は、必要な技術的指導と助言をタイ側 C/P 要員に提供する。 

(7) 本プロジェクトの有効で好結果を生む技術協力の実施のため、合同調整委員会と運営委員

会を設立する。 

(8) 本プロジェクトに任命された OAE 職員は、同時に AFSIT Center での任務も果たし、日本

人専門家は、AFSIT センターでの人材育成を、任命された OAE 職員への技術的指導を通じ

支援する。 

 

合同調整委員会 

合同調整委員会は以下の要領で形成される。 

合同調整委員会は年 1 回及び必要に応じて開催される。 

(1) 機能 

a. プロジェクトの年間活動計画の形成 

b. プロジェクトの年間活動計画の達成度並びに全体進捗状況及び年間支出の検査 

c. プロジェクトそのものあるいはこれに関わる主な問題点の吟味と意見交換 
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d. FAO の活動との調整 

(2) 議長：OAE 局長 

(3) タイ側委員： 

OAE 副局長、CAI 所長、技術・経済協力局の代表、タイ側の選定する関係者 

(4) 日本側委員： 

チーフアドバイザー、調整員、他の日本人専門家、JICA タイ事務所所長、JICA により派遣

される関係者 

(5) その他：FAO アジア・太平洋地域事務所代表者 

注：議長が招聘する者は、合同調整委員会への出席が認められる。また、在タイ日本大使館代

表者はオブザーバーとして参加する。 

 

運営委員会 

運営委員会は、以下の要領で形成される。 

運営委員会は必要に応じ開催される。 

(1) 機能 

a. 活動の詳細の策定と改善 

b. 各活動のモニター、調整並びに評価 

c. 活動進捗状況の要約と合同調整委員会への報告  

(2) 委員会顧問：OAE 局長 

(3) 議長：OAE 副局長 

(4) タイ側委員： 

    プロジェクトマネージャー、 副プロジェクトマネージャー、各作業グループの長 

(5) 日本側委員： 

チーフアドバイザー、調整員及びプロジェクトに任命された専門家 

注：議長が招聘する者は運営委員会への出席が認められる 

 

５－１０ 必要条件 

PDM 案（ANNEX 1）において「OAE 内に AFSIS 下にある AFSIT Center が設立される」という

前提条件があるとはいえ、これは 2001 年 10 月に開催されたアセアン各国と中国、日本、韓国の

農林大臣会議により合意、支持されたものであり、確実に実現されるものとなっている。 

これに加え、次の事項が第 2 次事前調査団により提議され、タイ側が合意した。 

－AEZO の改組・統合に関連し、新しい組織に対応した特に地方レベルでの統計活動の連携が確

立されることがプロジェクト実施のための緊急性の高い必要条件となっている。 

 

６．プロジェクトの 5項目評価 

６－１ 妥当性 

６－１－１ 公共的事業並びに政府開発援助案件としての適格性 

2-2-2 で述べたように、農業統計及び経済分析は、農業部門だけでなく幅広い分野での適切な
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政策形成に必要とされる農業及び農家の実態を示す情報を提供するものである。MOAC を始め

とするタイ政府は、それを基本情報の一つとして土地利用や作付け計画、地方村落部の振興、

地域間格差の縮小など、第 9 次国家経済・社会開発計画（2001 年 10 月～2006 年 9 月）の中心

的課題である貧困の軽減と均衡のとれた発展に向けた政策を形成するために利用している。本

プロジェクトは、農業統計及び経済分析の精度・信頼性を向上し、時機を逸することなく公表

を実現していくことにより、適切な政策形成に貢献するものであり、公共的事業としての適格

性が非常に高い。 

また、本プロジェクトは OAE の人材育成を通じてアセアン地域の食糧安全保障のための

AFSIT Center が効果的運営を促進し、タイ政府による地域間協力活動も支援するものでもある。

加えて、2-5 で述べたように日本政府が援助する AFSIS プロジェクトの根幹を成す AFSIT Center

の活動に OAE の能力向上を通じて間接的に協力することは、日本のアセアンへの援助方針に沿

うものでもある。 

更に本プロジェクトの成果は、日本の援助重点地域に位置するタイの情報ネットワークシス

テムの基礎を形成していくものの一つであり、その目的は発展途上国の情報・通信技術を発展

させるという最近の日本の開発援助政策とも合致する。 

 

６－１－２ 国別事業実施計画との整合性 

  タイ国別事業実施計画では「的確な食料・農業統計及び情報システム構築のための人材育成

並びにシステム強化」を地方／農村開発分野における今後の重点協力の一つと位置付けている。

本プロジェクトは、効率的かつ効果的な農業政策を実現するため、農業統計・経済分析の精度

向上並びに結果公表までの時間短縮を目指すものであることから、同計画との整合性が認めら

れる。 

 

６－１－３ 被援助国のニーズとの整合性 

3-2 に述べたように、MOAC は、適切な政策・プログラムを展開していくため、その政策形

成・実施の能力を強化することが緊急の課題である。そのためには、現状を的確に把握する必

要があるが、その手段の一つとして大きな役割を果たすデータ・情報及び経済分析の結果は現

在のところ、迅速さと正確性に問題があるため、本来の役割を十分に果たしていない。この問

題に取り組み、適切な政策・プログラムの形成に貢献することを目的とする本プロジェクトは、

タイのニーズに合致している。 

同時に、本プロジェクトは、OAE スタッフの能力を向上させ、アセアン地域の農業統計ネッ

トワークの中心として AFSIT Center に求められている活動が実施できるようにする。これは、

AFSIT Center 運営の責任を負うタイ政府、OAE のニーズにも合致している。 

 
６－１－４ 参加型によるプロジェクトの計画 

本プロジェクトは、日本側とタイ側との協議と PCM ワークショップを通じて形成されており、

これらの機会でのタイ側の主体的参加により、その意向が反映されたものとなっている。 

 

６－１－５ 適切な運営組織の設立 

OAE 傘下でその統計・経済分析活動の責務を負い、AFSIT センター運営主体でもある CAI が
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本プロジェクトの実施主体となる。CAI 内部に本プロジェクトのためのワーキンググループが形

成され、ほぼ同じメンバーが AFSIT センター運営の業務に当たることになる。この措置は、プ

ロジェクトによる OAE の能力向上が、直接 AFSIT Center に反映されるので、効率的である。ま

た AFSIT Center は、本プロジェクトの終了後も存続するため、その活動を通じてプロジェクト

により向上された OAE の能力が維持発展されることが期待でき、自立性の点でも有利である。 

 

６－１－６ モニタリングと評価の組織 

PDM 案（ANNEX 1）にあるように、本プロジェクトではモニタリングをプロジェクトの活動

の中に取り入れている。モニタリング活動は、適切なプロジェクトの運営・管理に欠くことの

できないものである。モニタリングと評価は、毎日の業務の中でも必要事項をフィードバック

し、適切な評価を行い、将来に反映させていくものである。 

年次のモニタリングと評価は、合同調整委員会により実施される一方、JICA はプロジェクト

期間中に、プロジェクト開始から 2 年半後に中間評価調査団を、終了の 6 カ月前に終了時評価

調査団を派遣する予定である。 中間評価調査団は、タイ側と共にプロジェクトのそれまでの進

捗状況を確認した上で、計画上の変更の必要性に関して検討することを目的としている。終了

時評価調査団は、タイ側評価チームと合同でプロジェクト全体の実績を様々な観点から評価し、

タイ側によるプロジェクトの自立発展性を確認し、上位目標の達成に向けた提言を行う。 

 

６－２ 有効性 

６－２－１ プロジェクトの論理的統合性 

5 及び PDM 案（ANNEX 1）にあるように、本プロジェクトの 5 つのアウトプットは、プロジ

ェクト目標の達成につながるものであり、これらの成果を実現することによりプロジェクト目

標が達成されることが十分に期待できるものとなっており、論理的統合性を有している。本プ

ロジェクトでは、成果はプロジェクト目標を達成するために適切に組織化されており、成果を

成し遂げるための活動も必要なものが合理的で明確かつ運営可能な形で構成されている。この

結果、プロジェクト活動全体が、プロジェクト目標を追求するにふさわしく設計されている。 

 

６－２－２ プロジェクト目標の適切さ 

「OAE がタイの農業統計情報・経済分析、並びに AFSIS の中心的組織として強化される」と

いうプロジェクト目標は、3 に述べた現状と課題と 5 及び PDM 案（ANNEX 1）にあるプロジェ

クト活動の内容から見て本プロジェクトにとって適切かつ達成可能な目標である。 

ただしプロジェクトが達成すべき目標を定量的に表す指標については早期に現状分析を行っ

て、その結果を踏まえてより洗練されたものにする必要がある。 

 

６－２－３ 日本の技術的優位性 

日本政府は長年にわたり、政策の企画立案・実施のためにだけではなく、生産者・消費者等、

広く関係者に提供するため、基幹作物である米を含む農業統計活動を実施してきた経験を有す

る。正確で信頼性の高い情報提供のための地道な努力により、その活動実績は高い評価を得て

いる。 

またこのような実務経験を基に、ASEAN＋3 地域での統計・分析活動を提唱し、3-4 で述べた
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ようにこの分野での改善を必要とする国々への援助や発展途上国からの研修生の農業統計に関

する集合研修を実施してきている。 

このように日本は、実務を通じての経験と蓄積が重要な意味を持つこの分野で、明確な優位

性を有しており、専門家の派遣及び研修生の受入れなどに関し十分な国内支援体制を構築する

ことが可能である。 

 

６－３ 効率性  

 日本人長期専門家は 4 名体制（うち 2 名が 2 分野を兼任）とし、必要に応じて短期専門家を派

遣、あるいは C/P 本邦研修を実施することにより現地での技術指導を補完する。なお、専門家の

リクルートについては、公的機関での農業統計調査や経済分析の経験が豊富な人材を農林水産省

の全面的な協力を得て確保することが可能である。これに対し、専門家の C/P となる OAE 職員は

基礎的な農業統計・経済分析を日常業務として実施しており、高度な分析手法も現在までに個別

専門家の指導を受け試験的には実施している。また、OAE は各部門の管理職を中心に数名の職員

からなるワーキンググループを結成し、技術指導の成果を組織的に維持・拡大させるための体制

作りを既に開始している。従って、日本人専門家から直接指導を受けた C/P だけでなく、組織的

に成果が活用されていく環境が整っていると言える。この点から、移転された技術が OAE 内で応

用されながら組織の中に拡大することが期待され、投入に対する成果として効率的であると言え

る。 

 また、投入予定機材は主に統計活動に必要不可欠なコンピュータや坪刈り機具等であり、既存

の資機材と併せて活用し維持管理をすることとしている。 

 従って、これらの投入内容・規模を総合的に勘案すると、本プロジェクトの効率性は高いと考

えられる。 

 

６－４ インパクト 

６－４－１ 政策へのインパクト 

精度の高い農業統計情報及び農業経済分析結果が政策立案者に提供されることは、適切な国

家政策の策定に大きく貢献することが期待される。 

 

６－４－２ 技術的インパクト 

AFSIT Center の活動を通じ、OAE によって実践される統計・分析活動が AFSIS 加盟国に普及

することが見込まれる。 

 

６－４－３ 経済的インパクト 

適切な農業統計・分析のデータ・情報は、これを利用した国家政策が改善され、また社会一

般にその実用的情報が入手可能となることにより、資源の望ましい配分、農業及び関連産業の

生産性向上、市場効率の向上に貢献することが見込まれる。このような面から、本プロジェク

トは国家経済への積極的インパクトを有すると考えられる。 

 

６－４－４ プロジェクト目標と上位目標をつなぐ外部条件の確認 

プロジェクト目標が達成された後、上位目標が達成されるための外部条件としては、以下の
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項目が挙げられる。 

・国の農業統計･経済分析の結果を政策に反映するための他機関との連携が促進される。 

・アセアン・アジア食糧安全保障、米備蓄の枠組みが維持され、各国政府のコミットメントが

続く。 

・各国が農業統計部門の発展強化に力を注ぐ。 

・AFSIT の財政が維持される。 

 

６－５ 自立発展性 

６－５－１ 組織制度的能力 

OAE は本プロジェクトの重要性・必要性を十分認識し、プロジェクトの早期開始を強く望ん

でおり、プロジェクト活動に対する 2003 年度内（2002 年 10 月～2003 年 9 月）予算措置（約 4.6

ミリオンバーツ＝約 1,300 万円、但し AFSIS 関連も含む）も既に行われている。 また、3-3 に

述べた通り、十分に満足できるものではないとはいえ、OAE は現在、広範な農業統計調査及び

農業経済分析を日常業務として実施しており、また政策立案・予算の取りまとめを含む様々な

責務を担う規模の大きな部門でもあることから、本プロジェクトの実施主体として十分な能力

を有していると判断される。更に、本プロジェクトによる成果は基本的には現在の活動を発展

させたものであることから、プロジェクトの終了後もその成果を維持することは組織的に対応

可能と予想される。 

 

６－５－２ 財務的能力 

OAE の全体予算は 333 百万バーツ（2002 年度）であり、コンピュータ等の維持管理費用もそ

の中から支出しているとのことである。また、6-5-1 で述べた通り、OAE のみならず MOAC と

しても本プロジェクトの重要性を認識しており、既に 2003 年度分のプロジェクト活動経費を措

置していることから、財政面での自立発展に大きな支障は生じないものと考えられる。 

 

６－５－３ 社会、環境、技術面からの受容性 

技術的受容性の観点からは、ターゲットグループの中心である OAE 職員は定着率が高く転職

者も少数であり、 専門家のカウンターパート候補者は大卒以上で高度な教育を受けている者が

多く、農業統計・経済分析に関する基礎的な能力も備わっていることから、自立発展の見込み

が極めて高いと判断される。 

 

６－６ 総合的実施妥当性 

 既述の通り、タイではアジア経済危機以降、農業部門に対する重要性が改めて強く認識される

ようになってきており、政府は農業部門の抱える重点課題を解決すると共に、WTO 加盟国として

国際的な競争力を更に高めるべく、関連政策の立案・実施を試みている。従って、適切な政策を

行うための基礎となる信頼性が高く、かつ時期を得た情報を政策立案者へ提供することは極めて

重要であり、タイ側のニーズからみたプロジェクトの実施妥当性は高いと考えられる。 

 また、現在の OAE の体制、能力、外部条件並びに日本国内の支援体制から判断して、プロジェ

クト目標の達成の見込みは高いと思われる。 
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 一方、効率性の観点からは、OAE は各部門の管理職を中心に数名の職員から構成されるワーキ

ンググループを結成し、技術指導の成果を組織的に維持・拡大させるための体制作りを既に開始

し、投入予定機材も必要最小限に絞り込まれていることから、これら投入内容・規模を総合的に

勘案すると、本プロジェクトの効率性は高いと考えられる。 

 更に、本プロジェクトのインパクトはタイ国内のみならず、アセアン加盟国にも広く波及する

ことが予想され、また、協力を行う上で重要な要素である実施機関のプロジェクト受容能力につ

いても、財政面、人員面において自立発展が見込まれる。これらの点を総合的に検討すると、本

プロジェクトの実施妥当性は高いと判断される。 

 

 

ANNEX 

1. PDM（案） 

2. AEZO 所管図 

3. AEZO 職員比較表 

4. プロジェクト体制図 

5. カウンターパート表 
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ANNEX 1                   プロジェクト・デザイン・マトッリクス（PDM）案                                 
農業統計および経済分析開発計画 

初版：2003 年 x 月 xx 日作成 プロジェクト実施期間： 2003.x.xx - 2008.x.xx 
改訂履歴：無し プロジェクトの対象：農業経済局（OAE） 

プロジェクトの要約 指標 指標データ入手手段 外部条件 
スーパーゴール 
ASEAN＋3 地域の食料安全保障が強化される 

 
 

 
 

 

上位目標 
1. AFSIT センターが開発した統計情報と経済分析手

法が ASEAN 加盟国により利用される 
2. OAE が提供する統計情報と経済分析により、農業

部門の政策・プログラムが、農業・協同組合省に
よって効果的かつ効率的に立案・実施される 

 
1.1 加盟国からのネットワークへのアセス数 
1.2 加盟国が分析手法を定期的に使用する 
2.1 統計データ並びに分析結果が農業・協同組合

省の作成する政策書類に使用あるいは参照さ
れる 

 

 
1.1 ネットワークのアクセスデ

ータ 
1.2 質問調査並びに政策書類調

査 
2.1 政策書類調査 
 

 
 

プロジェクト目標 
OAE がタイの農業統計情報・経済分析、並びに AFSIS
の中心的組織として強化される 

 
1. 信頼度の高い統計情報と分析結果が、データ

調査終了後___カ月以内に刊行される 
2. アセアン研修が AFSIT により効果的に実施

される 
3. 情報システムが適切に機能する 

 
1. 運営報告書並びに質問調査
 
2. 報告書並びに質問調査 
 
3. 運営報告書並びに質問調査

 

成果 
＜AFSIT センター＞ 
1. ASEAN 加盟国向けの、情報ネットワークシステ

ムと需給予測を主とした ASEAN 加盟国向けの農
業経済分析を実施できる OAE の人材が育成され
る 

 
 

1.1 OAEがAFSISの INS向けに適切な能力を有す
る人材を ___名擁する 

1.2 OAE が経済分析に適切な能力を有する人材を
___名擁する 

 
 
1.1 自己及び外部評価 
 
1.2 －同上－ 

＜OAE＞ 
2 9 カ所の農業経済地域事務所（AEZO）のデータ収

集手法（主として米穀）が改善される 

 
2.1 導入された手法によりデータ調査が適切に実

施される 
 

 
2.1 実施作業のモニタリング調

査 
 

3. OAE と 9 AEZO 間の情報ネットワークシステム
が確立される 

3.1 データ収集期間が____に短縮される 
3.2 利用者が INS に満足する 

3.1 業務報告書 
3.2 質問調査 

4. 農業経済分析手法が開発される 4.1 当該手法による結果が定期的に報告される 
4.2 年間__回、分析実施の要請を受ける 

4.1 業務報告書 
4.2 業務報告書 

5. OAE 職員の研修実施能力が開発される 5.1 国内研修を年間__回、適切に実施する 5.1 報告書並びに質問 

OAE が関連省庁・組織
と良好な関係を維持す
る 
 
AFSIT センターの運営
面が円滑である 
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活動 
1.1 OAE 職員の能力を養成する：適切な AFSIS 向け情報ネ

ットワークシステム（INS）を調査研究する能力 
1.2 OAE 職員の能力を養成する：INS を開設、運営、維持

する能力 
1.3 INS の利用方法を OAE 職員に訓練する 
1.4 経済分析に関する OAE 職員の能力を、実務経験を通じ

て強化する 
1.5 OAE 職員の能力を養成する：経済分析モデルを ASEAN 

各国向けに修正する能力 
1.6 経済分析と INS の研修にかかわる OAE 職員の能力を開

発する 
1.7 関係する職員の能力をモニターする 
 
2.1 客観的データ調査手法を導入する 
2.2 現在のデータ収集方法を改善する 
2.3 新規手法と改善した現行手法について、9 つの AEZO 職

員を対象とした研修を実施する 
2.4 これらの手法によるデータ調査を立ち上げる 
2.5 AEZO 職員に対する現場での技術指導を行う 
2.6 これらの調査業務を日常業務化する 
2.7 調査業務をモニターし評価する 
2.8 必要に応じ業務内容を修正する 
 
3.1 情報ネットワークシステム（INS）を設計する 
3.2 OAE と AEZO を結ぶ INS を開設する 
3.3 INS 上でのデータ入力とデータ利用インターフェース

を含む INS 向けデータベースを開発する 
3.4 INS 上のデータ分析プログラムを開発する 
3.5 ネットワーク運営管理、データベース管理、ネットワー

ク維持に関する研修を実施する 
3.6 INS の利用者研修を実施する 
3.7 INS の運用・維持管理を行う 
3.8 INS の利用状況をモニターする 
3.9 必要に応じ、INS を改善する 
 
 
 
 
 

投入 
（日本側） 
1. 長期専門家： 

1) チーフアドバイザー 
2) 業務調整/ 研修 
3) データ収集/ 情報ネットワークシステム 
4) 農業統計調査 
 

2. 短期専門家： 
必要に応じて 
 

3. 以下の機器並びに資材の供与： 
1) コンピューターシステム 
2) 車両 
3) 坪刈用具 
4) 両者で合意する他の機器並びに資材 
 

4. 日本でのカウンターパート研修 
 
5. 現地費用の一部補填 
 
（タイ側） 
1. プロジェクトのための土地・建物並びに施設及びプロジェクト事務所、専門家執

務室等々 
2. 運営費 
3. コンピューター並びに機器の修繕維持費 
4. トレーニング実施費用 
5. 各日本人専門家に対するカウンターパート並びに補助職員 
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4.1 利用可能な経済分析手法並びに現在OAEが実施してい

る経済分析業務の調査研究を行う 
4.2 OAE に適した手法を見極める 
4.3 特定のモデルを開発する 
4.4 開発したモデルを検証する 
4.5 モデルに関する利用者研修を実施する 
4.6 モデルの利用状況と経済分析業務をモニターする 
4.7 必要に応じモデル並びに経済分析業務を改善する 
 
5.1 必要な研修プログラムを確認する 
5.2 研修計画を作成する 
5.3 研修プログラムを開発する 
5.4 研修トレーナーを養成する 
5.5 研修プログラムを実施する 
5.6 研修活動と研修修了者をモニターする 
5.7 必要に応じ研修プログラム並びに研修活動を改善する 
 
＜全般的活動＞ 
6.1 運営管理並びに実施のために必要な組織を設立する 
6.2 必要に応じ指標の目標値設定と現況の基準値調査を実

施する 
6.3 必要な調達手続きを管理運営する 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜＜前提条件＞＞ 
OAE 内に ASEAN 食料
安全保障情報システム
（AFSIS）下にある
AFSIT センター
（ASEAN Food Security 
Information and Training 
Center：ASEAN 食糧安
全保障情報・研修センタ
ー）が設立される 

 



1.Chiang Mai
2.Phitsanulok
3.Udon Thani
4.Khon Kaen
5.Nakhonratchasima

6.Chonburi
7.Chainat
8.Surat Thani
9.Songkhla

Office of Agricultural Economics Zone

ANNEX 2
AEZO所管図



ANNEX 3
 AEZO職員比較表（機構改革前・後）

Governm't Permanent Governm't Permanent 
officers employees officers employees

13.Chiang Mai 11 5 1. Chiang Mai 26  (10) 10
 - Lamphun - Chiang Rai, Lamphun 
 - Mae Hong Son - Uttaradit, Phayao
12.Chiang Rai 10 5 - Lampang, Nan
-Phayao, Lampang - Mae Hong Son, Phrae
11. Phrae 7 3
-Nan,Uttaradit
Total 28 13 26 10
10.Phitsanulok 9 4 2. Phitsanulok 26 （10） 13
- Phichit - Phi Chit, Tak
9. Tak 9 3 - Sukhothai
- Kamphaeng Phet - Kampaengphet
- Sukhothai - Nakhon Sawan
8. Nakhon Sawan 9 4 - Uthai Thani
- Uthai Thani
Total 27 11 26 13
1. Udon Thani 9 6 3. Udon Thani 23 （10） 10
- Loei, Nong Khai - NongBua Lam Phu
- Nong Bua Lam Phu - Nong khai, Loei
2. Nakhon Phanom 7 6 - Sakon Nakhon, Mukdahan
- Sakon Nakhon - Nakhon Phanom
- Makdahan
Total 16 12 23 10
4. Khon Kaen 11 4 4. Khon Kaen 22 （10） 10
- Maha Sarakham - Amnat Charoen, Roi Et
- Roi Et,Kalasin - Kalasin,Yasothon
3. Ubon Ratchathani 9 5 - Maha Sarakham
- Yasothon
- Amnat Charoen
Total 20 9 22 10
6. Nakhon Ratchasima 11 5 5. Nakhon Ratchasima 25 （10） 13
 - Chaiyaphum - Chaiyaphum, Surin
5. Surin 10 7 - Sri Sa ket, Buriram
 - Si Sa Ket - Ubon Ratchathani
 - Buri Ram
Total 21 12 25 13
19. Chon Buri 8 5 6. Chon Buri 23 （10） 10
 - Samut Prakan, Rayong - Nakhon Nayok
18. Chachoengsao 10 4 - Chachoengsao
- Nakhon Nayok - Rayong, Chanthaburi 
- Prachin Buri - Samut Prakan, Sa kaeo
20. Chanthaburi 7 4 - Prachin Buri, Trat
- Sa Kaeo, Trat
Total 25 13 23 10
14. Chai Nat 9 7 7. Chai Nat 27 （12） 22
 - Sing Buri, Suphan Buri - Sing Buri, Suphan Buri
 - Ang Thong - Ang Thong, Phetchaburi
15. Pathum Thani 9 1 - Phra Nakhon Si Ayutthaya
- Phra Nakhon Si Ayutthaya - Nonthaburi, Ratchaburi
- Nonthaburi - Krung Thep Maha Nakhon
- Krung Thep Maha Nakhon - Nonthaburi, Saraburi
16. Ratchaburi - Pathum Thani
 - Kanchanaburi - Kanchanaburi
 - Prachuap Khiri Khan - Prachuap Khiri Khan
 - Phetchaburi - Samut Sakhon
17. Samut Sakhon 8 5 - Nakhon Pathom
 - Nakhon Pathom - Samut Songkhram
 - Samut Songkhram
Total 26 13 27 22
21. Surat Thani 9 2 8. Surat Thani 22 （10） 6
 - Chumphon, Ranong - Chumphon, Phangnga
23. Phuket 9 5 - Phuket, Krabi, Ranong
  - Phangnga, Krabi, Trang - Nakhon Si Thammarat
Total 18 7 22 6
22. Song Khla 9 4 9. Songkhla 22 （10） 8
 - Songkhla, Satun - Phattalung, Yala
 - Phatthalung - Satun, Pattani
24. Pattani 7 3 - Trang, Narathiwat
 - Yala, Narathiwat
Total 16 7 22 8

Total 197 97 216 （82） 102

Before

Zone Zone

After



ANNEX 4 プロジェクト実施体制図 
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Counterpart to Name Post

1) Chief Advisor Mr. Montol  Jeamchareon Director of Center for Agricultural Information

2) Project Coordinator/Training Mr. Prakobkit  Phusirimongkol  Senior Statistics Technical Officer 8
Director of Agricultural Economics Information Division

3) Agricultural Statistical Survey
3.1) Survey Design Miss Suraporn  Issaradetkul Senior Statistics Technical Officer 8

Director of Perennial Crop Production Information Division

3.2) Yield Survey Mr. Chanchai  Towiwat Senior Statistics Technical Officer 8
Director of Crop Forecasting Division

4) Data Collection/Information Network Mr. Porntep  Sangsuwan Senior Statistics Technical Officer 8
（full counterpart） Director of Information Technology and Agricultural Database Division

Miss Gulya  Chatbusayamas Programmer 7
（assistant）
Mr.Suchart Phupang Programmer 6
（assistant）

5) Input-Output Analysis and Macro-Economic
Modeling for Agricultural Sector

Ms. Pornpun  Hensawang Policy and Plan Analyst 8

 ANNEX 5            Counterpart List For ASEAD Project
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